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地方政府の自主性
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悪い道州制現在
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地方の多様性①

（注）』三大都市圏（東京圏、大阪圏、名古屋圏）は、地価公示の区分により、東京圏は首都圏整備法による既成市街地及び近郊整備地帯を含む市区町村の区域（東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県、茨城

県）、大阪圏は近畿圏整備法による既成都市区域及び近郊整備区域を含む市町村の区域（大阪府、兵庫県、京都府、奈良県）、名古屋圏は中部圏開発整備法による都市整備区域を含む市町村の区域（愛

知県、三重県）とした。（出所）『住民基本台帳人口移動報告』
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3大都市圏への人口流入



地方の多様性②

上勝町（徳島県）の「葉っぱビジネス」の取り組み
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地方の多様性③

（出所）国立社会保障・人口問題研究所『将来推計人口』をもとに筆者推計

神山町（徳島県）の「創造的過疎」の取り組み

（出所）神山町ホームページ
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サービスと負担の応益性

医療（広域行政）

観光（広域行政） 産業振興（広域行政）

地方政府


